
技能実習制度推進事業運営基本方針 新旧対照表 

 

現 行 改 正 案 

技能実習制度推進事業運営基本方針 

                        

        厚生労働大臣公示 

平成５年４月５日      

（平成９年４月 24 日一部改正） 

（平成 12 年７月３日一部改正） 

（平成 16 年４月 19 日一部改正） 

（平成 20 年７月 28 日一部改正） 

（平成 22 年１月 22 日一部改正） 

（平成 22 年４月１日一部改正） 

（平成 24 年３月 30 日一部改正） 

（平成 25 年２月 12 日一部改正） 

（平成 25 年４月 18 日一部改正） 

（平成 26 年４月１日一部改正） 

（平成 27 年１月 23 日一部改正） 

 

 

Ⅰ 総論 

１ 基本方針の目的 

この基本方針は、技能実習制度の理念、仕組み

及び運営に係る基本的事項を明らかにすることに

より、技能実習生、監理団体、実習実施機関その

他の関係者の技能実習制度に対する理解を深める

とともに、厚生労働省の委託事業である技能実習

制度推進事業の円滑かつ適正な実施を図ることを

目的とする。 

 

 

 

２ （略） 

 

３ 技能実習生、監理団体及び実習実施機関の責務 

(1) 技能実習生の責務 

技能実習生は、技能実習制度の基本理念を十

分に理解し、技能実習期間を通じ、技能実習計

画並びに監理団体及び実習実施機関の指導に従

い、技能等の修得に精励するとともに、帰国後

は修得した技能等を母国の経済発展のために活

かすよう努めるものとする。 

 

(2) （略） 

 

技能実習制度推進事業等運営基本方針 

                        

        厚生労働大臣公示 

平成５年４月５日      

（平成９年４月 24 日一部改正） 

（平成 12 年７月３日一部改正） 

（平成 16 年４月 19 日一部改正） 

（平成 20 年７月 28 日一部改正） 

（平成 22 年１月 22 日一部改正） 

（平成 22 年４月１日一部改正） 

（平成 24 年３月 30 日一部改正） 

（平成 25 年２月 12 日一部改正） 

（平成 25 年４月 18 日一部改正） 

（平成 26 年４月１日一部改正） 

（平成 27 年１月 23 日一部改正） 

（平成 27 年４月１日一部改正） 

 

Ⅰ 総論 

１ 基本方針の目的 

この基本方針は、技能実習制度の理念、仕組み

及び運営に係る基本的事項を明らかにすることに

より、技能実習生、監理団体、実習実施機関その

他の関係者の技能実習制度に対する理解を深める

とともに、厚生労働省の委託事業である技能実習

制度推進事業（以下「制度推進事業」という。）

及び技能実習対象職種拡大等推進事業（以下「職

種拡大推進事業」という。）の円滑かつ適正な実

施を図ることを目的とする。 

 

２ （略） 

 

３ 技能実習生、監理団体及び実習実施機関の責務 

(1) 技能実習生の責務 

技能実習生は、技能実習制度の基本理念を十

分に理解し、技能実習期間を通じ、技能実習計

画並びに監理団体及び実習実施機関の指導に従

い、技能等の修得又は習熟（以下「修得等」と

いう。）に精励するとともに、帰国後は修得等

した技能等を母国の経済発展のために活かすよ

う努めるものとする。 

(2) （略） 

 



４ （略） 

 

５ 定義 

この基本方針における用語の定義は、次のとお

りとする。 

(1) 「技能実習制度」とは、外国人が入管法別表

第１の２の表の技能実習の在留資格をもって本

邦に在留し、技能等を修得する制度をいう。 

(2)～(6)  （略） 

 

Ⅱ 各論 

１ 技能実習の期間 

(1)～(3)  （略） 

 

２ 対象技能等 

(1)～(2)  （略） 

(3) (2)の対象技能等に係る公的評価制度につい

ては、技能実習制度推進事業の実施機関（以下

「推進事業実施機関」という。）が、有識者に

より構成する会議（以下「公的評価システム認

定会議」という。）を設置し、同会議において、

評価の基準、評価の方法、試験実施体制等を審

議の上、認定し、公表するものとする。 

 

 

 

 

３ （略） 

 

４ 技能実習生の受入れ等 

(1) 技能実習生のあっせん 

イ～ロ （略） 

(2) 募集時の技能実習条件の明示 

イ  実習実施機関は、技能実習生の募集に当た

っては、自ら又は監理団体若しくは送出し機

関等を通して、技能実習生になろうとする者

に対し、技能実習制度に係る関係法令につい

て必要な説明を行うとともに、当該技能実習

生になろうとする者の母国語によって作成し

た文書をもって、予定されている技能実習の

内容、技能実習２号への移行に当たり受験す

ることが必要な試験及びこれまでの合格実績

並びに技能実習期間中の労働条件を明示する

ものとする。 

特に、募集時に示した労働条件等と入国後

４ （略） 

 

５ 定義 

この基本方針における用語の定義は、次のとお

りとする。 

(1) 「技能実習制度」とは、外国人が入管法別表

第１の２の表の技能実習の在留資格をもって本

邦に在留し、技能等を修得等する制度をいう。 

(2)～(6)  （略） 

 

Ⅱ 各論 

１ 技能実習の期間 

(1)～(3)  （略） 

 

２ 対象技能等 

(1)～(2)  （略） 

(3) (2)の対象技能等に係る公的な評価制度（職業

能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）第 44

条第１項の技能検定（以下「技能検定」という。）

を除く。）については、職業能力開発局長が、

有識者により構成する「技能実習評価試験の整

備に関する専門家会議」を開催し、同会議にお

いて、評価の基準、評価の方法、試験実施体制

等を確認の上、認定し、当該評価制度に係る職

種・作業を公表するものとする。 

 

 

３ （略） 

 

４ 技能実習生の受入れ等 

(1) 技能実習生のあっせん 

イ～ロ （略） 

(2) 募集時の技能実習条件の明示 

イ  実習実施機関は、技能実習生の募集に当た

っては、自ら又は監理団体若しくは送出し機

関等を通して、技能実習生になろうとする者

に対し、技能実習制度に係る関係法令につい

て必要な説明を行うとともに、当該技能実習

生になろうとする者の母国語によって作成し

た文書をもって、予定されている技能実習の

内容、技能実習２号への移行に当たり受検す

ることが必要な試験及びこれまでの合格実績

並びに技能実習期間中の労働条件を明示する

ものとする。 

特に、募集時に示した労働条件等と入国後



の実態に齟齬が生じるとトラブルの原因にな

ることから、賃金の決定、計算等の方法、食

費、寮費等の賃金からの一部控除の取扱い、

渡航費用の負担の有無等、条件の詳細につい

てあらかじめ明示することが必要である。 

ロ （略） 

(3) （略） 

 

５ 技能実習の実施に関し留意すべき事項 

(1) 技能実習２号への移行を予定する場合の技能

実習計画の作成 

イ 監理団体及び実習実施機関（企業単独型に

あっては実習実施機関）は、技能実習２号へ

の移行を予定する技能実習生が技能実習１号

及び技能実習２号の期間全体を通じて効果的

な技能の修得が図られるよう技能実習計画を

策定しなければならない。同計画の策定に当

たっては、各段階の到達目標及び実習内容を

具体的に明記するとともに、到達目標が達成

されたことを確認するため、各年毎の技能検

定等の受験など、修得した技能を評価する時

期及び方法を明記する必要がある。 

ロ （略） 

ハ 技能実習２号の期間の計画は、技能実習１

号で修得した技能等をさらに向上させ、技能

実習２号を開始した日から１年を経過した日

においては技能検定基礎１級に相当する技能

等、２年を経過した日においては技能検定３

級に相当する技能等が適切に修得できるもの

とすること。 

ニ 技能実習計画には、移行対象職種・作業の

技能検定等において評価される技能等に加え

て、当該移行対象職種・作業に従事する日本

人労働者が通常従事するものとして関連する

技能等を修得することを当該計画に含むこと

を妨げない。この場合、関連する技能等の修

得に充てる時間は、全体の計画時間のおおむ

ね半分以下とする。 

 

(2)～(4) （略） 

 

６ 技能実習２号への移行 

(1) 技能実習２号への移行を希望する技能実習生

は、修得技能等について評価を受けなければな

らない。当該評価は、７に定めるところによる。

の実態に齟齬が生じるとトラブルの原因にな

ることから、賃金の決定、計算等の方法、食

費、寮費等の賃金からの一部控除の取扱い、

渡航費用の負担の有無等、条件の詳細につい

てあらかじめ明示することが必要である。 

ロ （略） 

(3) （略） 

 

５ 技能実習の実施に関し留意すべき事項 

(1) 技能実習２号への移行を予定する場合の技能

実習計画の作成 

イ 監理団体及び実習実施機関（企業単独型に

あっては実習実施機関）は、技能実習２号へ

の移行を予定する技能実習生が技能実習１号

及び技能実習２号の期間全体を通じて効果的

な技能の修得等が図られるよう技能実習計画

を策定しなければならない。同計画の策定に

当たっては、各段階の到達目標及び実習内容

を具体的に明記するとともに、到達目標が達

成されたことを確認するため、各年毎の技能

検定等の受検など、修得等した技能を評価す

る時期及び方法を明記する必要がある。 

ロ （略） 

ハ 技能実習２号の期間の計画は、技能実習１

号で修得した技能等をさらに向上させ、技能

実習２号を開始した日から１年を経過した日

においては技能検定基礎１級に相当する技能

等、２年を経過した日においては技能検定３

級に相当する技能等に適切に習熟できるもの

とすること。 

ニ 技能実習計画には、移行対象職種・作業の

技能検定等において評価される技能等に加え

て、当該移行対象職種・作業に従事する日本

人労働者が通常従事するものとして関連する

技能等を修得することを当該計画に含むこと

を妨げない。この場合、当該移行対象職種・

作業の技能検定等において評価される技能等

の修得等に充てる時間は、全体の計画時間の

半分以上とする。 

(2)～(4) （略） 

 

６ 技能実習２号への移行 

(1) 技能実習２号への移行を希望する技能実習生

は、修得技能等について評価を受けなければな

らない。当該評価は、７に定めるところによる。



監理団体又は実習実施機関は、技能実習２号の

技能実習計画について評価を受けなければなら

ない。当該評価は、技能実習１号での修得技能

等の成果を踏まえたより実践的な技能等を修得

する上での適合性の観点から、推進事業実施機

関が行う。 

  

(2) （略） 

(3) 技能実習２号への移行を希望する技能実習生

は、原則として技能実習１号の期間が終了する

４箇月前までに、推進事業実施機関に対し、氏

名、性別、送出し国、修得を希望する移行対象

職種・作業の種類、技能実習２号への移行のた

めに受験を予定する検定・資格試験等、受験を

希望する時期その他必要な事項を明らかにして

修得技能等の評価を受けることを申し出るもの

とし、実習実施機関は、監理団体がある場合に

は当該団体と連携を図って、その手続について

必要な援助を行う。 

(4)～(5) （略） 

 

７ 修得技能等の評価 

(1) 修得技能等の評価システム等 

イ （略） 

ロ 推進事業実施機関の修得技能等の評価の基

とする公的評価機関の評価制度の仕組み(以

下｢評価システム｣という。）は、職業能力開

発促進法（昭和 44 年法律第 64 号）に基づく

技能検定及び２の(3)の規定により､認定され

たものとする。 

(2) 修得技能等の評価の受験手続等 

イ 推進事業実施機関は、６の(3)の申し出があ

った場合は、技能実習の内容、受験を希望す

る検定・資格試験等、受験希望時期等に応じ、

評価システムを運営する公的評価機関と調整

の上、当該技能実習生に対し受験日等の連絡

を行うものとする。 

ロ （略） 

ハ 技能実習生は、イの連絡があった場合は、

原則として在留資格変更申請前に、当該連絡

に係る評価システムによる検定・資格試験等

を受験するものとする。 

なお、在留資格の変更の申請前であれば、

１回に限り再受験することができる。 

ニ 実習実施機関は、監理団体がある場合には

監理団体又は実習実施機関は、技能実習２号の

技能実習計画について評価を受けなければなら

ない。当該評価は、技能実習１号での修得技能

等の成果を踏まえたより実践的な技能等に習熟

する上での適合性の観点から、制度推進事業の

実施機関（以下「制度推進事業実施機関」とい

う。）が行う。  

(2) （略） 

(3) 技能実習２号への移行を希望する技能実習生

は、原則として技能実習１号の期間が終了する

４箇月前までに、制度推進事業実施機関に対し、

氏名、性別、送出し国、修得を希望する移行対

象職種・作業の種類、技能実習２号への移行の

ために受検を予定する検定・資格試験等、受検

を希望する時期その他必要な事項を明らかにし

て修得技能等の評価を受けることを申し出るも

のとし、実習実施機関は、監理団体がある場合

には当該団体と連携を図って、その手続につい

て必要な援助を行う。 

(4)～(5) （略） 

 

７ 修得技能等の評価 

(1) 修得技能等の公的評価システム等 

イ （略） 

ロ 制度推進事業実施機関の修得技能等の評価

の基とする公的評価機関の評価制度の仕組み

(以下｢公的評価システム｣という。）は、技能

検定及び２の(3)の規定により､認定されたも

のとする。 

 

(2) 修得技能等の評価の受検手続等 

イ 制度推進事業実施機関は、６の(3)の申し出

があった場合は、技能実習の内容、受検を希

望する検定・資格試験等、受検希望時期等に

応じ、公的評価システムを運営する公的評価

機関と調整の上、当該技能実習生に対し受検

日等の連絡を行うものとする。 

ロ （略） 

ハ 技能実習生は、イの連絡があった場合は、

原則として在留資格変更申請前に、当該連絡

に係る公的評価システムによる検定・資格試

験等を受検するものとする。 

なお、在留資格の変更の申請前であれば、

１回に限り再受検することができる。 

ニ 実習実施機関は、監理団体がある場合には



当該団体と連携を図りつつ、技能実習生に対

して検定・資格試験等の受験について必要な

支援を行うものとする。 

ホ （略） 

(3) 技能実習終了時の修得技能等の評価 

イ 実習実施機関は、技能実習終了までの間に、

技能実習期間全体を通じた成果を確認し、技

能実習生の帰国後のキャリア形成に資するこ

とを目的として、策定した技能実習計画に基

づき検定・資格試験の受験その他の技能評価

の手法により修得した技能等を評価するもの

とする。 

ロ 実習実施機関等は、技能実習生が検定・資

格試験等の受験等に必要な援助を行うよう努

めるものとする。 

 

８～９（略） 

 

10 技能実習の継続が不可能となった場合の取扱い 

(1) 技能実習の継続が不可能となった場合には、

監理団体又は実習実施機関は、その旨を地方入

国管理局に申し出るとともに、推進事業実施機

関に報告するものとする。 

 

(2) 技能実習の継続が、実習実施機関の倒産、監

理団体又は実習実施機関が不正行為認定を受け

たこと等により不可能になった場合において、

技能実習生に責がなく、かつ、本人が継続して

実習を希望するときには、監理団体及び実習実

施機関は相互に協力して新たな受入れ機関を確

保するよう努める必要がある。また、推進事業

実施機関においては、監理団体又は実習実施機

関から協力を要請された場合には、関係機関と

協議しつつ、必要に応じて公共職業安定所とも

連携を図りながら、当該技能実習生が他の実習

実施機関で技能実習を継続することが可能とな

るよう、新たな受入れ先の開拓、情報提供等の

支援を実施するものとする。 

 

11 技能実習制度推進事業実施機関の役割等 

 

(1) 推進事業実施機関は、技能実習制度の円滑か

つ適正な実施を図るため、この基本方針により、

(2)の委託事業を適切に実施するものとする。ま

た、関係府省及び関係業界等と連携を図りつつ、

当該団体と連携を図りつつ、技能実習生に対

して検定・資格試験等の受検について必要な

支援を行うものとする。 

ホ （略） 

 (3) 技能実習終了時の修得技能等の評価 

イ 実習実施機関は、技能実習終了までの間に、

技能実習期間全体を通じた成果を確認し、技

能実習生の帰国後のキャリア形成に資するこ

とを目的として、策定した技能実習計画に基

づき検定・資格試験の受検その他の技能評価

の手法により修得した技能等を評価するもの

とする。 

ロ 実習実施機関等は、技能実習生が検定・資

格試験等の受検等に必要な援助を行うよう努

めるものとする。 

 

８～９（略） 

 

10 技能実習の継続が不可能となった場合の取扱い 

(1) 技能実習の継続が不可能となった場合には、

監理団体又は実習実施機関は、その旨を地方入

国管理局に申し出るとともに、職種拡大推進事

業の実施機関（以下「職種拡大推進事業実施機

関」という。）に報告するものとする。 

(2) 技能実習の継続が、実習実施機関の倒産、監

理団体又は実習実施機関が不正行為認定を受け

たこと等により不可能になった場合において、

技能実習生に責がなく、かつ、本人が継続して

実習を希望するときには、監理団体及び実習実

施機関は相互に協力して新たな受入れ機関を確

保するよう努める必要がある。また、職種拡大

推進事業実施機関においては、監理団体又は実

習実施機関から協力を要請された場合には、関

係機関と協議しつつ、必要に応じて公共職業安

定所とも連携を図りながら、当該技能実習生が

他の実習実施機関で技能実習を継続することが

可能となるよう、新たな受入れ先の開拓、情報

提供等の支援を実施するものとする。 

 

11 制度推進事業実施機関及び職種拡大推進事業実

施機関の役割等 

(1)  制度推進事業実施機関及び職種拡大推進事

業実施機関は、技能実習制度の円滑かつ適正な

実施を図るため、この基本方針により、(2)及び

(3)の委託事業を適切に実施するものとする。ま



監理団体、実習実施機関及び技能実習生に対す

る支援の充実を図るものとする。 

 

(2) 監理団体、実習実施機関及び技能実習生に対

する支援等 

厚生労働省は、技能実習制度の円滑かつ適正

な実施を図るため、次に掲げる事業を内容とする

技能実習制度推進事業を推進事業実施機関に委

託して実施する。 

イ 公的評価システム認定会議の設置及び認定

（２の(3)） 

ロ 技能実習２号の技能実習計画の評価（６の

(1)） 

ハ 技能実習２号への移行に係る修得技能等の

評価（７の(1)のイ） 

ニ 修得技能等の評価の受験手続の支援（７の

(2)）  

ホ 不正行為認定時等の実習継続支援の実施

（10 の(2)） 

ヘ 監理団体及び実習実施機関に対する自主点

検及び巡回指導の実施 

ト 技能実習指導員の養成 

実習実施機関において技能実習を担当しよ

うとする指導員に対し、必要な知識、指導技

法等を修得させるための講習会を開催する。 

チ 技能実習生手帳の発給 

技能実習生の在留中の利便を図るため、技

能実習生の心構え、生活、衛生面における情

報、労働関係法令等を記載した技能実習生手

帳を作成し、技能実習生に配付する。 

リ 技能実習生に対する母国語電話相談の実施 

ヌ 監理団体及び実習実施機関との連絡協議会

の開催 

地方において、監理団体及び実習実施機関

に対し、技能実習制度に係る情報提供、指導

等を行うための連絡協議会を開催する。 

ル 関係行政機関との会議等の開催 

中央及び地方において、関係行政機関との

連携を図るための会議等を開催する。 

 （新設） 

 

 

 

 

 

た、関係府省及び関係業界等と連携を図りつつ、

監理団体、実習実施機関及び技能実習生に対す

る支援の充実を図るものとする。 

(2)  厚生労働省は、技能実習制度の円滑かつ適正

な実施を図るため、次に掲げる事業を内容とす

る制度推進事業を、制度推進事業実施機関に委

託して実施する。 

 

 

 （削除） 

 

イ 技能実習２号の技能実習計画の評価（６の

(1)） 

ロ 技能実習２号への移行に係る修得技能等の

評価（７の(1)のイ） 

ハ 修得技能等の評価の受検手続の支援（７の

(2)）  

（削除） 

 

ニ 監理団体及び実習実施機関に対する自主点

検及び巡回指導の実施 

ホ 技能実習指導員の養成 

実習実施機関において技能実習を担当しよ

うとする指導員に対し、必要な知識、指導技

法等を修得させるための講習会を開催する。 

ヘ 技能実習生手帳の発給 

技能実習生の在留中の利便を図るため、技

能実習生の心構え、生活、衛生面における情

報、労働関係法令等を記載した技能実習生手

帳を作成し、技能実習生に配付する。 

ト 技能実習生に対する母国語電話相談の実施 

チ 監理団体及び実習実施機関との連絡協議会

の開催 

地方において、監理団体及び実習実施機関

に対し、技能実習制度に係る情報提供、指導

等を行うための連絡協議会を開催する。 

リ 関係行政機関との会議等の開催 

中央及び地方において、関係行政機関との

連携を図るための会議等を開催する。 

 (3)  厚生労働省は、技能実習制度の円滑かつ適正

な実施を図るため、次に掲げる事業を内容とす

る職種拡大推進事業を職種拡大推進事業実施機

関に委託して実施する。 

   イ 技能実習評価試験の整備に関する相談及び

申請に係る各種支援（2 の（3）） 



 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 推進事業実施機関は、技能実習制度推進事業

の効果的な推進が図られるよう、次に掲げる事

業の実施に努めるものとする。 

イ モデル労働条件通知書の作成及び普及 

  実習実施機関において適正な労働条件通知

が実施されるよう、モデル労働条件通知書を

作成し、その普及を図る。 

ロ 日本語教育支援の実施 

監理団体及び実習実施機関が実施する日本

語教育に対し、支援を行う。 

   ハ 福利厚生事業の実施 

技能実習生に対し、地域との交流事業等の

福利厚生事業を実施する。 

   ニ 教材の支援等 

教材、標準カリキュラム、技能実習計画に

係る助言、支援、各種相談等を実施する。 

(4) 厚生労働省は、推進事業実施機関の名称等を

毎年度公表する。 

 

 

12 その他 

厚生労働省は、技能実習制度の実施状況につい

て、定期的に、関係審議会に対し報告するものと

する。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      ロ 帰国した技能実習生を対象とするフォロー

アップ調査 

ハ 不正行為認定時等の実習継続支援の実施

（10 の(2)） 

ニ 地域社会における日本人と技能実習生との

共生等に関する好事例の収集等 

ホ 技能実習生の母国語による修得技能の書面

の整備等 

(4) 制度推進事業実施機関は、制度推進事業の効

果的な推進が図られるよう、次に掲げる事業の

実施に努めるものとする。 

イ モデル労働条件通知書の作成及び普及 

  実習実施機関において適正な労働条件通知

が実施されるよう、モデル労働条件通知書を

作成し、その普及を図る。 

ロ 日本語教育支援の実施 

監理団体及び実習実施機関が実施する日本

語教育に対し、支援を行う。 

   ハ 福利厚生事業の実施 

技能実習生に対し、地域との交流事業等の

福利厚生事業を実施する。 

   ニ 教材の支援等 

教材、標準カリキュラム、技能実習計画に

係る助言、支援、各種相談等を実施する。 

(5) 厚生労働省は、制度推進事業実施機関及び職

種拡大推進事業実施機関の名称等を毎年度公表

する。 

 

12 その他 

厚生労働省は、技能実習制度の実施状況につい

て、定期的に、関係審議会に対し報告するものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別表 

技能実習２号移行対象職種 69 職種 127 作業 

 

１ 農業分野（２職種５作業） 

職種名 作業名 

耕種農業 施設園芸 

畑作・野菜 

（新設） 

（略） （略） 

 

２～３ （略） 

 

４ 食品製造関係（７職種 12 作業） 

職種名 作業名 

（略） （略） 

（新設） （新設） 

ハム・ソーセージ・

ベーコン製造 

ハム・ソーセージ・ベ

ーコン製造作業 

パン製造 パン製造作業 

（新設） （新設） 

 

５～７ （略） 

 

 

 

 

別表 

技能実習２号移行対象職種 71 職種 130 作業 

 

１ 農業分野（２職種６作業） 

職種名 作業名 

耕種農業 施設園芸 

畑作・野菜 

果樹 

（略） （略） 

 

２～３ （略） 

 

４ 食品製造関係（９職種 14 作業） 

職種名 作業名 

（略） （略） 

牛豚食肉処理加工業 牛豚部分肉製造作業 

ハム・ソーセージ・

ベーコン製造 

ハム・ソーセージ・ベ

ーコン製造作業 

パン製造 パン製造作業 

惣菜製造業 惣菜加工作業 

 

５～７ （略） 

 

 


